
 
 
 

岐阜県建設工事における若手及び女性技術者育成型総合評価落札方式試行要領 
 
 

                     （平成 27 年 4 月 1 日 技第 758 号） 
 
（趣旨） 
第１条 この要領は、岐阜県が発注する建設工事のうち、若手及び女性技術者（現場代理人
を含む）（以下、「若手技術者等」という。）の登用・育成を支援する工事を一般競争入
札の総合評価落札方式により試行するための事項を定めるものとする。 

 
 （対象工事） 
第２条 若手技術者等の登用・育成の促進を目的として、若手技術者等の配置に関する条件
を付加し、簡易型総合評価落札方式により岐阜県が発注する建設工事とする。 
 
（１） モデル１：入札参加資格で若手技術者等の配置を入札参加条件とする。 

 
（２）モデル２：総合評価落札方式の加点項目で若手技術者等の配置をした場合に加点す

る。 
 
 （手続に関する事項） 
第３条  モデル１は別紙１、モデル２は別紙２によるものとする。また、この要領に定める
以外の必要な手続き等は、岐阜県建設工事における簡易型（①・②）総合評価落札方式の
実施要領（平成２８年３月２９日技第７９９号）によるものとする。 

 
 
  附  則 
  この要領は、平成２７年４月１日から施行し、同日以降に公告する案件から適用する。 
   附  則 
  この要領は、平成２７年６月１日から施行し、同日以降に公告する案件から適用する。 

附  則 
  この要領は、平成２８年４月１日から施行し、同日以降に公告する案件から適用する。 

附  則 
この要領は、平成２８年１１月７日から施行し、同日以降に公告する案件から適用 
する。 
附  則 

この要領は、平成２９年４月１日から施行し、同日以降に公告する案件から適用する。 
附  則 

この要領は、平成３０年４月１日から施行し、同日以降に公告する案件から適用する。 
附  則 

この要領は、平成３１年４月１日から施行し、同日以降に公告する案件から適用する。 
附  則 

この要領は、令和２年４月１日から施行し、同日以降に公告する案件から適用する。 
附  則 

この要領は、令和３年５月１日から施行し、同日以降に公告する案件から適用する。 
附  則 

この要領は、令和４年５月１日から施行し、同日以降に公告する案件から適用する。 
附  則 

この要領は、令和５年５月１日から施行し、同日以降に公告する案件から適用する。 
附  則 

この要領は、令和６年５月１日から施行し、同日以降に公告する案件から適用する。 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 

モデル１ 入札参加資格で若手技術者等の配置を入札参加条件とする。 

 

（モデル工事の明示） 

第１ 入札公告に、若手又は女性技術者（現場代理人を含む）（以下「若手技術者等」という。）

の配置を入札参加条件とした、若手技術者等の登用・育成の促進を目的とする試行工事（モデ

ル１）であることを明示する。 

 

（入札参加資格） 

第２ 一般競争入札（総合評価落札方式）の入札参加資格の「配置技術者に関する条件」に、主

任技術者、監理技術者、特例監理技術者又は現場代理人は、若手（申請期限日において満３９

歳以下）、又は女性（年齢制限を設けない）であることを追加する。 

 

（総合評価の価格以外の評価項目） 

第３ 従前どおり設定するものとする。 

 

（特記仕様書） 

第４ 特記仕様書に次の項目を追加する。 

第○○条 女性技術者（現場代理人を含む）（以下「女性技術者等」という。）が現場で働

くための環境整備 

 １ 本工事は、若手技術者等の登用・育成の促進を目的とする試行工事である。 

 ２ 受注者は、女性技術者等を配置する場合、工事着手前に女性技術者等が現場で働くため

に必要な施設や設備について、監督員と協議し、その内容を施工計画書の作業環境の整備

に記載のうえ提出するものとする。 

   ３ 女性技術者が現場で働くために必要な施設や設備に要した費用（女性専用トイレの設置、

女性専用更衣室の設置等）について、それを証明できる書類の写し（実際の取引伝票等）

を監督員に提出するものとし、その費用については設計変更の対象とする。 

別紙１ 



岐阜県総合評価落札方式 申請様式第２－１号 

                    施 工 能 力                   ※ＪＶによる申請の場合は、代表構成員に係る実績を評価する 

会社名：         
 

評 価 項 目 
 

評 価 内 容 
 

記 載 事 項 
 

備 考(資料添付など) 
 
工程管理                                                                                                                                        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

安全対策 

 
 
 

事故防止の喚起と客観的指標で安全
対策の実施可能性を評価  
 
 
 
 

□ 過去に労働安全衛生分野表彰歴があり、かつ直近１か年度以内に県からの工事事故による
入札参加資格停止措置なし（※）  
・安全衛生に係る優良事業場、団体又は功労者に対する厚生労働大臣・岐阜労働局長  
表彰  

・厚生労働省労働基準局長が行う建設事業無災害表彰（岐阜県内工事に限る）  
・厚生労働省労働基準局長が発行した無災害記録証  

※ 労働安全衛生分野表彰歴を証明でき
る書類（表彰状の写し等）  

※ 厚生労働省労働基準局長が発行した
無災害記録証の写し  

※ 安全衛生に係る功労者に対する厚生
労働大臣表彰・岐阜労働局長表彰につ
いては、被表彰者と、入札参加者の関
係が分かる資料  

□ 過去に労働安全衛生分野表彰歴なし、かつ直近１か年度以内に県からの工事事故による  
入札参加資格停止措置なし、若しくは過去に労働安全衛生分野表彰歴があり、かつ直  
近１か年度以内に県からの工事事故による入札参加資格停止措置あり（※）  

□ 過去に労働安全衛生分野表彰歴なし、かつ直近１か年度以内に県からの工事事故による  
入札参加資格停止措置あり  

主要資材 県内での調達の奨励  
【主要工事材料( 品目)】  

○○、××、△△  

□ 主要工事材料は岐阜県内産調達が可能（※）  ※ 原則として納品書の写し 
※ 受注者が入札時に「主要工事材料は
岐阜県産調達が可能」と申告している
場合、施工中及び完成時に、発注者及
び受注者の両者で履行状況を確認しま
す。不履行の場合は、入札参加資格停
止・工事成績評定点の減点を行います 

□ 主要工事材料の岐阜県内産調達に努力  
 

 
品質管理                                                                                                                                        
 
 環境配慮 ＩＳＯ認証取得の状況 □ ＩＳＯ９０００Ｓ並びにＩＳＯ１４００１取得済（※） ※ ＩＳＯ（９００１、１４００１）の

登録証付属書等、登録者名、住所、適
用規格、認証範囲、有効期限の記載が
ある資料の写し 

□ ＩＳＯ９０００Ｓ又はＩＳＯ１４００１取得済（※） 
□ 取得なし 

 
企 業 能 力 

 
評 価 項 目 

 
評 価 内 容 

 
記 載 事 項 

 
備 考(資料添付など) 

工事成績評定点 

 
 

土木一式工事(ＰＣ橋上部工工事を除
く）、舗装工事及び、とび・土工・コ
ンクリート工事については直近３か
年度以内、その他については直近５か
年度以内に完成引き渡しの済んだ工
事の工事成績評定点の平均点 
（岐阜県発注工事のみ対象） 
（工種限定あり) 

□ ８０点以上（※） ※ 工事成績対象一覧  
 □ ７５点以上８０点未満（※） 

□ ７５点未満又は実績なし（※） 

同種（類似）工事実績 

 
 
 

平成○○年度（入札公告日の属する年
度を除き、遡って１５か年度）以降申
請期限日までに完了引き渡しの済ん
だ工事の施工実績の有無 
（国及び岐阜県発注工事のみ対象） 
（建築工事：国、岐阜県、岐阜県内市
町村、独立行政法人等でそれぞれの設
置法において建築基準法第１８条の
規定上、国とみなす旨の規定のある団
体又は岐阜県の独立行政法人が発注
した工事のみ対象）  
※工事成績評定点が６５点未満のも
のは、実績として認めない 
 

□ 同種業務の実績あり（※） ※ 同種（類似）工事の実績は、工事実
績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工
事カルテの写し又は該当工事を証明す
る書類（契約書等） 

※ 工事成績評定点は、発注機関の工事
成績評定結果通知書等の写し 

※ 同種（類似）工事の工事成績評定点
が不明な場合は、当該工事に係る検査
結果通知等の検査に合格したことを証
明できる書類の写し  

※ 受注形態がＪＶの場合のみ、出資比
率を記載すること  

 
 

□ 類似業務の実績あり（※） 
□ 上記実績なし 



スタッフ数 

 
 

常勤雇用の従業員数並びに国家資格
を有する技術者数 
（当該工事における「国家資格」 
  の定義＝技術士（建設部門）１級又
は２級土木施工管理技士） 

□ 常勤雇用の従業員数１５名以上並びに国家資格を有する技術者数５名以上（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください（基準日は７
月１日とします） 

※ 国家資格については複数の資格を有 
していても１名として算入すること 

□ 常勤雇用の従業員数１０名以上並びに国家資格を有する技術者数５名以上（※） 
□ 常勤雇用の従業員数１０名以上又は国家資格を有する技術者数５名以上（※）   
□ 常勤雇用の従業員数１０名未満並びに国家資格を有する技術者数５名未満 

優良工事施工者表彰歴  
（土木工事等、建築工事及びＰ
Ｃ上部工工事に適用） 

直近５か年度以内の岐阜県優良工事
施工者表彰歴の有無 
（工種限定あり）  

□ 部長表彰歴あり（※）  ※ 岐阜県優良工事施工者表彰状の写し  
□ 現地機関の長（管財課長、県庁舎建設課長、公共建築課長、住宅課長、農政課長、畜産振

興課長、家畜防疫対策課長、里川振興課長、恵みの森づくり推進課長を含む）による表彰
歴あり（※）  

□ 表彰歴なし  

優良工事施工者表彰歴 
（鋼構造物工事に適用） 

直近５か年度以内の岐阜県優良工事
施工者表彰歴の有無 
（工種限定あり）  

□単体で参加の場合、部長表彰歴あり（※） 
ＪＶで参加の場合 

・代表構成員が部長表彰歴あり 
・代表構成員が現地機関の長（管財課長、県庁舎建設課長、公 
共建築課長、住宅課長、農政課長、畜産振興課長、家畜防疫 

対策課長、里川振興課長、恵みの森づくり推進課長を含む） 
による表彰歴あり、かつその他の構成員が部長表彰歴あり 

※ 岐阜県優良工事施工者表彰状の写し 

□単体で参加の場合、現地機関の長（管財課長、県庁舎建設課長、公共建築課長、住宅課長
、農政課長、畜産振興課長、家畜防疫対策課長、里川振興課長、恵みの森づくり推進課長
を含む）による表彰歴あり（※） 

ＪＶで参加の場合 
・代表構成員が現地機関の長（管財課長、県庁舎建設課長、公共建築課長、住宅課長、
農政課長、畜産振興課長、家畜防疫対策課長、里川振興課長、恵みの森づくり推進課

長を含む）による表彰歴あり 
・代表構成員が表彰歴なし、かつその他の構成員が部長表彰歴あり 

□単体で参加の場合、表彰歴なし 
ＪＶで参加の場合 

・代表構成員が表彰歴なし、かつその他の構成員が現地機関の長（管財課長、県庁舎
建設課長、公共建築課長、住宅課長、農政課長、畜産振興課長、家畜防疫対策課長、
里川振興課長、恵みの森づくり推進課長を含む）による表彰歴あり 

・全ての構成員が表彰歴なし 

機械保有状況 
（土木工事等に適用） 

 
 
 

 
 

 

当該工事に関する、主要建設機械の保 
有状況 
【主要建設機械(  種)】 
    ○○、××、△△ 

□ 全て自社保有（長期リースによる保有を含む）あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※ 受注者が入札時に「（長期又は短期
）リースによる保有あり」と申告して
いる場合で、落札者決定前に状況が確
認できない場合には、施工中及び完成
時に、発注者及び受注者の両者で履行
状況を確認します。不履行の場合は、
入札参加資格停止・工事成績評定点の
減点を行います。 

※ 「長期リース」とはリース期間が３ 
年以上のものを対象とします。 

□ 自社保有（長期リースによる保有を含む）又は短期リースによる保有あり（※） 
□ 保有なし 
 
 
 
 

  注１）レ 又は ■ のように記入する。 

  ２）評価事項、評価内容に特に記載がない場合の基準日は申請期限日とすること。 

  ３）技術確認書類は必要ありません、だたし、入札執行後、落札候補者の方は、発注機関の指定する日までに技術確認書類を提出すること。 
 



岐阜県総合評価落札方式 申請様式第２－２号 

            配 置 予 定 技 術 者 の 能 力         ※ＪＶによる申請の場合は、代表構成員に係る実績を評価する 

                          （３名まで記載可）                           会社名：         
 

【配置予定技術者(１)】 

 

氏名(ふりがな）： 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

  

 

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
同種（類似）工事施工実績 平成○○年度（入札公告日の属する

年度を除き、遡って１５か年度）以
降申請期限日までに完成引き渡し
の済んだ工事の施工実績の有無 
(国及び岐阜県発注工事のみ対象) 
(建築工事：国、岐阜県、岐阜県内
市町村、独立行政法人等でそれぞれ
の設置法において建築基準法第１
８条の規定上、国とみなす旨の規定
のある団体又は岐阜県の独立行政
法人が発注した工事のみ対象)  
(主任技術者、監理技術者、特例監
理技術者、監理技術者補佐又は現場
代理人として従事した実績) 
※工事成績評定点が６５点未満の 
ものは、実績として認めない。 

□ 同種工事の実績あり（※） ※ 同種（類似）工事の実績は、工事実
績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工
事カルテの写し又は該当工事を証明す
る書類（契約書等） 

※ 工事成績評定点は、発注機関の工事
成績評定結果通知書等の写し 

※ 同種（類似）工事の工事成績評定点
が不明な場合は、当該工事に係る検査
結果通知等の検査に合格したことを証
明できる書類の写し 

※受注形態がＪＶの場合のみ、出資比率
を記載すること 

□ 類似工事の実績あり（※） 
□ 上記実績なし  

保有資格 
（建築工事以外に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の保有する資格 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※）、かつ自然工法管理士（※） ※ 国家資格については、資格認定証明
書（資格者証）又は合格証明書の写し 

※ ＭＥについては、社会基盤メンテナ
ンスエキスパートの認定書又は証明証
の写し 

※｢ＭＥ｣とは、岐阜大学工学部付属イン
フラマネジメント技術研究センターが
運営する、社会基盤メンテナンスエキ
スパート養成ユニットの短期集中カリ
キュラムの講義を受講し、ＭＥ認定試
験に合格したものをいう 

※ 自然工法管理士については、岐阜県
自然工法管理士認定証の写し 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※） 
□ ２級土木施工管理技士かつ自然工法管理士（※） 
□ 上記以外 

保有資格 
（建築工事に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の保有する資格 

□ １級建築施工管理技士かつ１級建築士（※） ※ 国家資格については、資格認定証明 
書（資格者証）又は合格証明書の写し □ １級建築施工管理技士又は１級建築士（※） 

□ 上記以外 

継続教育（ＣＰＤ）の取 

組状況 
（建築工事以外に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の直近２か年度以内※の各
団体が発行するＣＰＤの単位取得
合計数 
単位＝ユニット 

□ ２０単位以上の取得あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 
□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 

 
継続教育（ＣＰＤ）の取 
組状況（建築） 

（建築工事に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の直近２か年度以内※の建
築関係の各団体が発行するＣＰＤ
の単位取得合計数 
単位＝ユニット 

□ ２０単位以上の取得あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 
□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 



岐阜県総合評価落札方式 申請様式第２－２号 

            配 置 予 定 技 術 者 の 能 力         ※ＪＶによる申請の場合は、代表構成員に係る実績を評価する 

                          （３名まで記載可）                           会社名：         
 

【配置予定技術者(２)】 

 

氏名(ふりがな）： 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

  

 

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
同種（類似）工事施工実績 平成○○年度（入札公告日の属する

年度を除き、遡って１５か年度）以
降申請期限日までに完成引き渡し
の済んだ工事の施工実績の有無 
(国及び岐阜県発注工事のみ対象) 
(建築工事：国、岐阜県、岐阜県内
市町村、独立行政法人等でそれぞれ
の設置法において建築基準法第１
８条の規定上、国とみなす旨の規定
のある団体又は岐阜県の独立行政
法人が発注した工事のみ対象)  
(主任技術者、監理技術者、特例監
理技術者、監理技術者補佐又は現場
代理人として従事した実績) 
※工事成績評定点が６５点未満の 
ものは、実績として認めない。 

□ 同種工事の実績あり（※） ※ 同種（類似）工事の実績は、工事実
績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工
事カルテの写し又は該当工事を証明す
る書類（契約書等） 

※ 工事成績評定点は、発注機関の工事
成績評定結果通知書等の写し 

※ 同種（類似）工事の工事成績評定点
が不明な場合は、当該工事に係る検査
結果通知等の検査に合格したことを証
明できる書類の写し 

※ 受注形態がＪＶの場合のみ、出資比
率を記載すること 

□ 類似工事の実績あり（※） 
□ 上記実績なし  

保有資格 
（建築工事以外に適用） 
 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の保有する資格 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※）、かつ自然工法管理士（※） ※ 国家資格については、資格認定証明
書（資格者証）又は合格証明書の写し 

※ ＭＥについては、社会基盤メンテナ
ンスエキスパートの認定書又は証明証
の写し 

※｢ＭＥ｣とは、岐阜大学工学部付属イン
フラマネジメント技術研究センターが
運営する、社会基盤メンテナンスエキ
スパート養成ユニットの短期集中カリ
キュラムの講義を受講し、ＭＥ認定試
験に合格したものをいう 

※ 自然工法管理士については、岐阜県 
 自然工法管理士認定証の写し 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※） 
□ ２級土木施工管理技士かつ自然工法管理士（※） 
□ 上記以外 

保有資格 
（建築工事に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の保有する資格 

□ １級建築施工管理技士かつ１級建築士（※） ※ 国家資格については、資格認定証明
書（資格者証）又は合格証明書の写し □ １級建築施工管理技士又は１級建築士（※） 

□ 上記以外 

継続教育（ＣＰＤ）の取 

組状況 
（建築工事以外に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の直近２か年度以内※の各
団体が発行するＣＰＤの単位取得
合計数 
単位＝ユニット 

□ ２０単位以上の取得あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 
□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 

継続教育（ＣＰＤ）の取 
組状況（建築） 
（建築工事に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の直近２か年度以内※の建
築関係の各団体が発行するＣＰＤ
の単位取得合計数 
単位＝ユニット 

□ ２０単位以上の取得あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 
□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 

 



岐阜県総合評価落札方式 申請様式第２－２号 

            配 置 予 定 技 術 者 の 能 力         ※ＪＶによる申請の場合は、代表構成員に係る実績を評価する 

                          （３名まで記載可）                           会社名：         
 

【配置予定技術者(３)】 

 

氏名(ふりがな）： 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

  

 

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
同種（類似）工事施工実績 平成○○年度（入札公告日の属する

年度を除き、遡って１５か年度）以
降申請期限日までに完成引き渡し
の済んだ工事の施工実績の有無 
(国及び岐阜県発注工事のみ対象) 
(建築工事：国、岐阜県、岐阜県内
市町村、独立行政法人等でそれぞれ
の設置法において建築基準法第１
８条の規定上、国とみなす旨の規定
のある団体又は岐阜県の独立行政
法人が発注した工事のみ対象)  
(主任技術者、監理技術者、特例監
理技術者、監理技術者補佐又は現場
代理人として従事した実績) 
※工事成績評定点が６５点未満の 
ものは、実績として認めない 

□ 同種工事の実績あり（※） ※ 同種（類似）工事の実績は、工事実
績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工
事カルテの写し又は該当工事を証明す
る書類（契約書等） 

※ 工事成績評定点は、発注機関の工事
成績評定結果通知書等の写し 

※ 同種（類似）工事の工事成績評定点
が不明な場合は、当該工事に係る検査
結果通知等の検査に合格したことを証
明できる書類の写し 

※ 受注形態がＪＶの場合のみ、出資比
率を記載すること 

□ 類似工事の実績あり（※） 
□ 上記実績なし  

保有資格 
（建築工事以外に適用） 
 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の保有する資格 
 
 
 
 
 
 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※）、かつ自然工法管理士（※） ※ 国家資格については、資格認定証明 
 書（資格者証）又は合格証明書の写し 
※ ＭＥについては、社会基盤メンテナ 
 ンスエキスパートの認定書又は証明証 
 の写し 
※｢ＭＥ｣とは、岐阜大学工学部付属イン
フラマネジメント技術研究センターが
運営する、社会基盤メンテナンスエキ
スパート養成ユニットの短期集中カリ
キュラムの講義を受講し、ＭＥ認定試
験に合格したものをいう 

※ 自然工法管理士については、岐阜県 
 自然工法管理士認定証の写し 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※） 
□ ２級土木施工管理技士かつ自然工法管理士（※） 
□ 上記以外 

保有資格 
（建築工事に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の保有する資格 

□ １級建築施工管理技士かつ１級建築士（※） ※ 国家資格については、資格認定証明 
 書（資格者証）又は合格証明書の写し □ １級建築施工管理技士又は１級建築士（※） 

□ 上記以外 

継続教育（ＣＰＤ）の取 

組状況 
（建築工事以外に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の直近２か年度以内※の各
団体が発行するＣＰＤの単位取得
合計数 
単位＝ユニット 

□ ２０単位以上の取得あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 
□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 

継続教育（ＣＰＤ）の取 
組状況（建築） 
（建築工事に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の直近２か年度以内※の建
築関係の各団体が発行するＣＰＤ
の単位取得合計数 
単位＝ユニット 

□ ２０単位以上の取得あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 
□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 



岐阜県総合評価落札方式 申請様式第２－３号 

                    地 域 要 件                      ※ＪＶによる申請の場合は、代表構成員に係る実績を評価する 

会社名：         

 

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
営業拠点 

（土木工事等・建築工事に適用） 
 

地域内での営業拠点の有無 
 

□ 同一市町村内（旧市町村内）に本店あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※ 営業拠点の所在地は、岐阜県建設工
事入札参加資格者名簿に記載された所 
在地が基本となりますが、それ以外に
建設業法第３条第１項に規定する営業
所を岐阜県内に設置している場合は、
これも対象とし、その所在地とします。 

 
 
 
 

□ 同一管内（同一市町村内を除く）に本店あり（※） 
□ 岐阜県内（同一管内を除く）に本店あり（※） 
□ 岐阜県内に支店・営業所あり（※） 
□ 岐阜県内に本店・支店・営業所なし 

営業拠点 

（鋼構造物工事に適用） 
 
 

 

地域内での営業拠点の有無 
 
 

□ 単体で参加の場合、岐阜県内に本店あり（※） 
  ＪＶで参加の場合 
  ・代表構成員が岐阜県内に本店あり 
  ・代表構成員が岐阜県内に支店・営業所あり、かつその他の構成員が岐阜県内に本店 
   あり 
□ 単体で参加の場合、岐阜県内に支店・営業所あり（※） 
  ＪＶで参加の場合 
  ・代表構成員が岐阜県内に支店・営業所あり 
  ・代表構成員が県内に本店・支店・営業所なし、かつその他の構成員が岐阜県内に本店 
   あり 
□ 単体で参加の場合、岐阜県内に本店・支店・営業所なし（※） 
  ＪＶで参加の場合 
  ・代表構成員が岐阜県内に本店・支店・営業所なし、かつその他の構成員が岐阜県内に 
   支店・営業所あり 
  ・全ての構成員が岐阜県内に本店・支店・営業所なし 

営業拠点 
（ＰＣ上部工工事に適用） 

地域内での営業拠点の有無 □ 岐阜県内に本店あり（※） 
□ 岐阜県内に支店・営業所あり（※） 
□ 岐阜県内に本店・支店・営業所なし 

災害協定参加等 

（土木工事等、建築工事及びＰＣ
上部工工事に適用） 
 

災害協定への参加や同等の活動実
績の有無 
 

□ 岐阜県建設業広域ＢＣＭの認定あり（※） ※ ＢＣＭ認定については、岐阜県が認
定した「岐阜県建設業広域事業継続マ
ネジメント」への参加が確認できる書
類 

※ 協定については、岐阜県及び県内市 
 町村と締結された「災害時応援協力に 
 関する協定」への参加が確認できる書 
 類 
※ 災害時の貢献活動については、災害 
 協定と同等と認められる活動内容が確 
 認できる書類 

□ 岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定に限る）に参加 
  あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり（※） 
□ 岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定を除く）又は岐 
  阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり(※) 
□ 参加なし又は活動実績なし 

災害協定参加等 

（鋼構造物工事に適用） 

災害協定への参加や同等の活動実
績の有無 

□ 単体で参加の場合、岐阜県建設業広域ＢＣＭの認定あり(※） 

ＪＶで参加の場合 
・代表構成員が岐阜県建設業広域ＢＣＭの認定あり 
・代表構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定に 

限る）に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり、かつその他の構成 
員が岐阜県建設業広域ＢＣＭの認定あり 

※ ＢＣＭ認定については、岐阜県が認
定した「岐阜県建設業広域事業継続マ
ネジメント」への参加が確認できる書
類 

※ 協定については、岐阜県及び県内市 
 町村と締結された「災害時応援協力に 
 関する協定」への参加が確認できる書 
 類 
※ 災害時の貢献活動については、災害 
 協定と同等と認められる活動内容が確 
 認できる書類 

□ ＪＶで参加の場合 
・代表構成員及びその他構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市

建築部との協定に限る）に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり 
・代表構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定を 

除く）又は岐阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度以内に同等の活動実
績あり、かつその他の構成員が岐阜県建設業広域ＢＣＭの認定あり 

□ 単体で参加の場合、岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協
定に限る）に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり（※） 
ＪＶで参加の場合 

・代表構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定に
限る）に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり、かつその他の構成



員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定を除く）又

は岐阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度以内に同等の活動実績あり 
・代表構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定に
限る）に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり、かつその他の構成

員が参加なし又は活動実績なし 
・代表構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定を
除く）又は岐阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度以内に同等の活動実

績あり、かつその他の構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市
建築部との協定に限る）に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり 

・代表構成員が参加なし又は活動実績なし、かつその他の構成員が岐阜県建設業広域Ｂ 
ＣＭの認定あり 

□ 単体で参加の場合、岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協
定を除く）又は岐阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度以内に同等の活動
実績あり（※） 

ＪＶで参加の場合 
・代表構成員及びその他構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市
建築部との協定を除く）又は岐阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度以

内に同等の活動実績あり 
・代表構成員が、岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定
を除く）又は岐阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度以内に同等の活動

実績ありかつその他の構成員が参加なし又は活動実績なし 
・代表構成員が参加なし又は活動実績なし、かつその他の構成員が岐阜県との協定（農 
政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定に限る）に参加あり又は直近５か年 
度のうちで同等の活動実績あり 

□ 単体で参加の場合、参加なし又は活動実績なし 
ＪＶで参加の場合 

・代表構成員が参加なし又は活動実績なし、かつその他の構成員が岐阜県との協定（農
政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定を除く）又は岐阜県内市町村との協
定に参加あり又は直近５か年度以内に同等の活動実績あり 

・全ての構成員が参加なし又は活動実績なし 

ボランティア活動 
（土木工事等・建築工事に適用） 

直近１か年度以内※の活動の有無 □ 同一市町村内（旧市町村内）での実績あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※ 新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等のために変更していた活動の対象
期間を「２か年度以内」から「１か年
度以内」とする 

□ 同一管内（同一市町村内を除く）での実績あり（※） 
□ 岐阜県内（同一管内を除く）での実績あり（※） 
□ 岐阜県内での実績なし 

ボランティア活動 
（鋼構造物工事・ＰＣ上部工工事
に適用） 

直近１か年度以内※の活動の有無 □ 岐阜県内での実績あり（※） 
□ 岐阜県内での実績なし 
 

近隣地域施工実績 
（土木工事等に適用） 

平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って５か年度）以降
申請期限日までに完成引き渡しの
済んだ近隣地域での施工実績 
（国及び岐阜県発注工事のみ対象） 

□ 同一市町村内（旧市町村内）での施工実績あり（※） ※  工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮ 
 Ｓ）の工事カルテの写し又は該当工事 
 を証明する書類（契約書等）、発注機
関及び工事箇所が明確な場合には、工
事成績評定結果通知書の写しも可 

 
 

□ 同一管内（同一市町村内を除く）での施工実績あり（※） 
□ 岐阜県内（同一管内を除く）での施工実績あり（※） 
□ 岐阜県内での施工実績なし 

近隣地域施工実績 
（建築工事に適用） 

平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って１５か年度）以

降申請期限日までに完成引き渡し
の済んだ近隣地域での施工実績 
（国、岐阜県、独立行政法人等でそ
れぞれの設置法において建築基準
法第１８条の規定上、国とみなす旨
の規定のある団体又は岐阜県の独
立行政法人が発注した工事（工事成
績評定点の通知のあるものは６５
点以上のものに限る）のみ対象） 

□ 同一市町村内（旧市町村内）での施工実績あり（※） 
□ 同一管内（同一市町村内を除く）での施工実績あり（※） 
□ 岐阜県内（同一管内を除く）での施工実績あり（※） 
□ 岐阜県内での施工実績なし 

近隣地域施工実績 

（鋼構造物工事・ＰＣ上部工工事
に適用） 

平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って５か年度）以降
申請期限日までに完成引き渡しの
済んだ近隣地域での施工実績 

□ 岐阜県内での施工実績あり（※） 
□ 岐阜県内での施工実績なし 



（岐阜県発注工事のみ対象） 

除雪業務等の受託実績 
(土木工事等（法面工事を除く）
に適用） 

直近２か年度以内の除排雪又は凍
結防止剤散布業務受託実績の有無 
協同組合との契約の際には、協同組 
合に対する加点とは別に、実業務を 
行う構成員にも加点することとす
る 

□ 同一土木事務所管内で、岐阜県管理道路の除排雪委託契約実績あり（※） ※ 国、県又は市町村との契約書等の写 
 し 
 
 
 

□ 同一土木事務所管内以外で、岐阜県管理道路の除排雪委託契約実績あり（※） 
□ 同一土木事務所管内で、岐阜県管理以外の国道又は市町村道の除排雪委託契約実績あ 
 り（※） 
□ 同一土木事務所管内以外で、岐阜県管理以外の国道又は市町村道の除排雪委託契約実 
 績あり（※） 
□ 岐阜県内での受託実績なし 

応急危険度判定士の登録者数 

（建築工事に適用） 

岐阜県に登録された応急危険度判 
定士の登録者数 

□ ５名以上（※） ※  岐阜県知事が発行する応急危険度判 
定士登録証の写し 

 
□ ２名以上５名未満（※） 
□ ２名未満 

製作拠点 

（鋼構造物工事に適用） 

県内自社製作工場の有無 □ 単体で参加の場合、岐阜県内に自社製作工場あり（※） 
  ＪＶで参加の場合、代表構成員が岐阜県内に自社製作工場あり 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

 
 
 

□ ＪＶでの参加の場合、その他の構成員が岐阜県内に自社製作工場あり（※） 
□ 単体で参加の場合、岐阜県内に自社製作工場なし 
  ＪＶで参加の場合、全ての構成員が岐阜県内に自社製作工場なし 

製作拠点 
（ＰＣ上部工工事に適用） 

県内自社製作工場の有無 □ 岐阜県内に自社製作工場あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください □ 岐阜県内に自社製作工場なし 

休日及び夜間の道路維持作業の
実績 
(土木工事等（法面工事を除く）

に適用） 

直近３か年度以内の県管理道路の
道路維持業務（除排雪又は凍結防止
剤散布業務を除く）、異常気象時の
通行規制業務において、県からの作
業指示を受け、休日または夜間に維
持作業等を実施した実績の有無 

□ 同一土木事務所管内での実績あり（元請け）（※） ※ 次の２つの書類により確認します。 
① 道路維持補修業務の契約書又は通行

規制管理業務委託契約書の写し 
② 休日又は夜間の道路維持業務委託完

了報告書の写し又は通行規制モニタ
ー業務報告書の写し（作業指示書を
含む、作業写真は２枚程度、下請け
又はＪＶ構成員としての作業の場合
は、元請人又は代表構成員による証
明） 

□ 同一土木事務所管内以外での実績あり（元請け）（※） 
□ 同一土木事務所管内での実績あり（協力要請により下請けとして協力）（※） 
□ 同一土木事務所管内以外での実績あり（協力要請により下請けとして協力）（※） 
□ 実績なし 

休日及び夜間の河川・砂防の維持
作業の実績 

(土木工事等（法面工事を除く）
に適用） 

 
直近３か年度以内の県管理の河川
・砂防の維持管理業務において、県
からの作業指示を受け、休日または
夜間に維持作業を実施した実績の
有無 

□ 同一土木事務所管内での実績あり（元請け）（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください □ 同一土木事務所管内での実績あり（協力要請により下請けとして協力）（※） 

□ 実績なし 

新分野活動 直近２か年度以内の新分野活動実
績の有無 
（岐阜県内での活動に限る） 

□ 新分野活動実績あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください □ 新分野活動実績なし 

県内企業の活用率 

 

当該工事の県内企業の活用状況 
 (元請及び1次下請） 

□ 県内企業活用金額率９０％以上 ※ 県内企業」とは、岐阜県内に本店（
建設業法上の主たる営業所）を有する
企業とします。 

※ 受注者が入札時に「県内企業活用金
額率９０％以上」又は「県内企業活用
金額率５０％以上９０％未満」と申告
している場合、完成時に、発注者及び
受注者の両者で履行状況を確認します
。不履行の場合は、入札参加資格停止
・工事成績評定点の減点を行います。 

□ 県内企業活用金額率５０％以上９０％未満 
□ 県内企業活用金額率５０％未満 

  注１）レ 又は ■ のように記入すること。 

  ２）評価事項、評価内容に特に記載がない場合の基準日は申請期限日とする。 

  ３）技術確認書類は必要ありません、だたし、入札執行後、落札候補者の方は、発注機関の指定する日までに技術確認書類を提出すること。 



 

 

モデル２ 総合評価の加点項目として、若手技術者等の配置をした場合に加点する。 

 

（モデル工事の明示） 

第１ 入札公告に、若手又は女性技術者（現場代理人を含む）（以下「若手技術者等」という。）の

配置を加点評価する若手技術者等の登用・育成の促進を目的とする試行工事（モデル２）であるこ

とを明示する。 

 

（入札参加資格） 

第２ 一般競争入札（総合評価落札方式）の入札参加資格については、「岐阜県一般競争入札発注基

準」により設定する。 

 

（総合評価の価格以外の評価項目） 

第３ 「配置予定技術者等の能力」に関する評価項目において、主任技術者、監理技術者、特例監理

技術者又は現場代理人として、若手（申請期限日において、満３９歳以下）若しくは女性を配置す

る場合に加点するとともに、若手若しくは女性技術者を主任技術者、監理技術者又は特例監理技術

者に配置し、現場代理人を補助者とする場合は、「同種（類似）工事施工実績」、「保有資格」及

び「継続教育」の評価を、補助者で評価できるものとする。なお、申請様式第２－２号に記載した

補助者が配置できない場合は、入札公告共通事項６落札者決定及び契約に関する事項（３）で示す

配置予定の技術者の場合と同様に取り扱うものとする。 

補助者の現場代理人については、現場代理人の常駐義務を緩和できる要件（平成 30 年 12 月 11

日付け「技術者の配置について」参照）に該当すれば、常駐の義務はないものとする。 

「年齢等」で「主任技術者、監理技術者又は特例監理技術者を兼ねない現場代理人」のうち、「満

３０歳未満もしくは女性」及び「満３０歳以上４０歳未満」で評価する場合の現場代理人は、本件

の申請期限日以前に３か月以上の恒常的な雇用関係にある者であるとともに、配置後の常駐義務の

緩和できる要件（平成 30 年 12 月 11 日付け「技術者の配置について」参照）によらず、他工事との

兼務を不可とする。また、落札者が現場代理人を変更する場合、同等以上の技術評価となる者以外

への変更を認めないものとする。 

  「配置予定技術者等の能力」以外の評価項目は、従前どおり設定するものとする。 

 

（特記仕様書） 

第４ 特記仕様書に次の項目を追加する。 

第○○条 女性技術者（現場代理人を含む）（以下「女性技術者等」という。）が現場で働くため

の環境整備 

 １ 本工事は、若手技術者等の登用・育成の促進を目的とする試行工事である。 

 ２ 受注者は、女性技術者等を配置する場合、工事着手前に女性技術者等が現場で働くために必

要な施設や設備について、監督員と協議し、その内容を施工計画書の作業環境の整備に記載の

うえ提出するものとする。 

   ３ 女性技術者等が現場で働くために必要な施設や設備に要した費用（女性専用トイレの設置、

女性専用更衣室の設置等）について、それを証明できる書類の写し（実際の取引伝票等）を監

督員に提出するものとし、その費用については設計変更の対象とする。 
 
（配置予定技術者等の能力の留意事項） 

第５ 「配置予定技術者等の能力」に関する評価項目の評価基準は次のとおりとする。 

１．配置予定技術者等の能力 

○配置予定技術者と現場代理人の組合せとして最大３組を記載することもできますが、年齢・実績

・資格等の評価の合計が最も低いと判断される組合せの評価値をその入札参加者の「配置予定技

術者等の能力」の評価値とします。 

○主任技術者、監理技術者又は特例監理技術者として、若手若しくは女性技術者を配置し、現場代

理人を補助者とする場合は、「同種（類似）工事施工実績」、「保有資格」及び「継続教育」の

評価を、補助者で評価できるものとします。 

 ○「年齢等」は、同組の主任技術者、監理技術者又は特例監理技術者と現場代理人を比較し、加
算点が高い方で評価します。ただし、いずれも若手又は女性でない場合は、全項目を主任技

術者、監理技術者又は特例監理技術者で評価します。 
 ○「年齢等」を若手又は女性の主任技術者、監理技術者又は特例監理技術者で評価する組は、「年

齢等」以外の３項目は主任技術者、監理技術者又は特例監理技術者と現場代理人を比較し、３
項目の合計が高い方で評価します。  

○「年齢等」を若手又は女性の現場代理人で評価する組は、「年齢等」の以外の３項目は主任

技術者、監理技術者又は特例監理技術者で評価します。     
     

別紙２ 



 

 

 
 

（技術審査基準） 
 
（１） 年齢等  

 
＜留意事項＞ 

  ○基準日は、入札参加申請書の提出期限日（以下「申請期限日」）とします。 
  ○「主任技術者、監理技術者又は特例監理技術者を兼ねない現場代理人」のうち、「満３０

歳未満もしくは女性」及び「満３０歳以上４０歳未満」で評価する場合の現場代理人は、
本件の申請期限日以前に３か月以上の恒常的な雇用関係にある者であるとともに、配置後
の常駐義務の緩和できる要件（平成 30 年 12 月 11 日付け「技術者の配置について」参照）
によらず、他工事との兼務を不可とします。また、落札者が現場代理人を変更する場合、
同等以上の技術評価となる者以外への変更を認めません。 

＜確認書類＞ 
   ○健康保険証、住民基本台帳カード、パスポート等の年齢若しくは女性を証明する書類の写 
   し 
  ○現場代理人が他工事に配置されていないことを証明する誓約書（「主任技術者、監理技術

者又は特例監理技術者を兼ねない現場代理人」を「満３０歳未満もしくは女性」及び「満
３０歳以上４０歳未満」で評価する場合のみ） 

 
（２）同種（類似）工事実績 

評価項目 評価内容 評価基準 評価点 

同種（類似）工

事施工実績 

平成○○年度（入札公告日の属

する年度を除き、遡って１５か

年度）以降申請期限日までに完

了引き渡しの済んだ工事の施工

実績の有無 

（国及び岐阜県発注工事のみ対

象） 

(建築工事：国、岐阜県、岐阜県

内市町村、独立行政法人等でそ

れぞれの設置法において建築基

準法第１８条の規定上、国とみ

なす旨の規定のある団体又は岐

阜県の独立行政法人が発注した

工事のみ対象) 
(主任技術者、監理技術者、特例

監理技術者、監理技術者補佐又

は現場代理人として従事した実

績) 

※工事成績評定点が６５点未満

のものは実績として認めない。 

（主任技術者、監理技術者又は

特例監理技術者として、若手若

しくは女性技術者を配置し、現

場代理人を補助者とする場合は

、補助者で評価できる。） 

同種工事の実績あり 

 

1.0 

類似工事の実績あり 

 

0.5 

上記実績なし 0 

 ＜留意事項＞ 
  ○配置予定技術者が「主任技術者」、「監理技術者」、「特例監理技術者」、「監理技術者補

佐」又は「現場代理人」として従事した実績のみを対象とします。ただし、低入札価格調査
制度における低入札調査基準価格を下回る金額で契約を締結した場合において、建設業法に
規定された「主任技術者」、「監理技術者」、「特例監理技術者」又は「監理技術者補佐」
とは別に追加を義務付けられた技術者として従事した実績は対象となりません。  

評価項目 評価内容 評価基準 評価点 

年齢等 
主任技術者、監理技術者、
特例監理技術者又は現場代
理人の年齢等 

満３０歳未満若しくは女性 1.0 点 

満３０歳以上４０歳未満 0.5 点 

満４０歳以上 0.0 点 



 

 

  ○「建築工事」とは、「建築一式」、営繕工事に係る「電気工事」「電気通信工事」  

「管工事」「とび・土工・コンクリート工事（解体工事）」「解体工事」を含みます。（以
下「建築工事」という。） 

○「国及び岐阜県発注工事のみ対象」のため、公団、公社、市町村等が発注した工事は対象と
なりません。  

   ただし、建築工事に限り、岐阜県内市町村、独立行政法人等でそれぞれの設置法において
建築基準法第１８条の規定上、国とみなす旨の規定のある団体又は岐阜県の独立行政法人
が発注した工事（工事成績評定点の通知のあるものは６５点以上のものに限る）について
も、「同種（類似）工事」の対象とします。 

   （例：独立行政法人水資源機構 、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 、  
    独立行政法人国立高等専門学校機構、日本下水道事業団） 

○「同種（類似）工事」の定義は、申請様式第２－１号に記載してありますので、確認してく
ださい。  
（例：道路改良工事の土木一式工事で工事費３０００万円以上の施工実績）  

○共同企業体の構成員としての実績は、申請様式第２－１号に特に記載がない限り、全て評価
します。  
（例：共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が○○％以上のものに限る）  
（例：共同企業体の構成員としての実績は、出資比率相当分で○千万円以上のものに限る）  

○工期の途中で技術者を交代していた場合、その技術者の実績は、担当した期間を工期（一時
中止期間を除く）で除した割合に最終契約金額（最終施工量）を乗じて算出した値とします。  
例：最終契約金額：１億円  

工 期：２００日間 
技術者Ａ：１２０日間担当  
技術者Ｂ：８０日間担当  
 
技術者Ａの実績＝１億円×１２０日間／２００日間＝６千万円  
技術者Ｂの実績＝１億円×８０日／２００日間＝４千万円 

ただし、橋梁、ポンプ、ゲート等の工場製作を含む工事であって、工場製作と現場施工で技
術者が途中で交代することが止むを得ないような場合は、上記の取り扱いがあてはまらない
こともありますので、発注機関に確認してください。  
また、複数年債務負担によるトンネル工事においては、契約期間に対して早期に主要な

工種を完成させた場合等、契約期間と出来高率に著しく乖離があることから、最終請負金
額に対して出来高率を乗じて算出した値とします。 
 
例：最終契約金額３億円、トンネル工事の場合（３か年債務工事の場合） 

 
工  期：９００日間 
技術者Ａ：６００日間、出来高９０％ 
技術者Ｂ：３００日間、出来高１０％ 

 
 
技術者Ａの実績＝３億円×９０％＝２．７億円 
技術者Ｂの実績＝３億円×１０％＝０．３億円 
 

出来高率が把握できる資料（工事履行報告書、実施工程表等）を提出してくだ
さい。 

 
○「同種（類似）工事」の施工実績は、その工事の工事成績評定点が６５点未満の場合は、「同
種（類似）工事」の施工実績として認めません。  
県工事の工事成績評定点については「岐阜県建設工事成績評定要領」に基づき情報提供

しますので、工事成績評定結果を通知した発注機関にお問い合わせください。 

○「同種（類似）工事」の施工実績のうち、工事成績評定点が不明なものは、当該工事に係る
検査結果通知等の検査に合格したことを証明できる書類があれば、工事評価点を６５点以上
あるものと見なします。  

 ○申請様式２－１に記載する「同種（類似）工事」に建設業法に定める建設業許可業種を定義
している場合、当該許可業種と工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工事カルテの「本
件登録工事の受注に対応した建設業許可業種」が異なる場合は原則工事実績として認めませ
ん。さらに、「同種（類似）工事」の工種の定義が、建設業法に定める２７の専門工事（土

 



 

 

木一式工事、建築一式工事以外の工事）である場合の工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）
の工事カルテによる確認の取扱いは下記のとおりとします 

・県工事の場合：「本件登録工事の受注に対応した建設業許可業種」が「土木一式工事」、
「建築一式工事」である場合は専門工事の施工実績として認めませ
ん。 

・国工事の場合：県工事と同様とします。 
また、国の発注部局が規定する「本件登録工事の入札資格区分」に対
応する建設業工事（許可）の種類と、「本件登録工事の受注に対応し
た建設業許可業種」（※）が合致しない場合は原則工事実績として認
めませんが、工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工事カルテが
誤りであり、正しくは定義した工事であることを証明できる場合に限
り、工事実績として認めます。 

    
    （※）国土交通省の場合：「国土交通省地方整備局等建設工事競争参加資格審査申請書作

成の手引」表－６「工事種別と建設工事（許可）の種類の対応」などを参照してください。 

○配置予定技術者として若手（申請期限日において満３９歳以下）若しくは女性技術者（年齢
制限を設けない）を配置し、現場代理人を補助者とする場合は、補助者で評価できるものと
します。 

＜確認書類＞  
○同種（類似）工事の実績は、工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工事カルテの写し又
は該当実績を証明する書類（契約書等）  

○工事成績評定点は、発注機関の工事成績評定結果通知書等の写し  
○同種（類似）工事の工事成績評定点が不明な場合は、当該工事に係る検査結果通知等の検
査に合格したことを証明できる書類の写し 

 
（３－１）保有資格 建築工事以外に適用 

評価項目 評価内容 評価基準 評価点 

保有資格 主任技術者、監理技術者、特例監

理技術者の保有する資格 

（主任技術者、監理技術者、特例

監理技術者として、若手若しく

は女性技術者を配置し、現場代

理人を補助者とする場合は、補

助者で評価できる。） 

１級土木施工管理技士又は技術士又は

ＭＥ、かつ自然工法管理士 
1.5 

１級土木施工管理技士又は技術士又は

ＭＥ 
1.0 

２級土木施工管理技士かつ自然工法管

理士 
0.5 

上記以外 0 

 ＜留意事項＞ 
○基準日は、申請期限日とします。  
○上記評価基準に記載してある保有資格は標準設定です。加点の対象となる保有資格の定義は、
案件毎に異なります。申請様式第２－２号にて確認してください。  

○「ＭＥ」とは、岐阜大学工学部付属インフラマネジメント技術研究センターが運営する、社
会基盤メンテナンスエキスパート養成ユニットの短期集中カリキュラムの講義を受講し、Ｍ
Ｅ認定試験に合格した者のことです。  

○土木一式工事、とび・土工・コンクリート工事、ほ装工事に限り、「建設機械施工技士」の
資格を「土木施工管理技士」の資格と同等の取り扱いとします。  

○配置予定技術者として若手（申請期限日において満３９歳以下）若しくは女性技術者（年齢
制限を設けない）を配置し、現場代理人を補助者とする場合は、補助者で評価できるものと
します。 

＜確認書類＞  
○国家資格については、資格認定証明書（資格者証）又は合格証明書の写し  
建設業法第２７条に基づく資格（建設機械施工技士、土木施工管理技士、建築施工 管理技
士、電気工事施工管理技士、管工事施工管理技士、造園施工管理技士）については、合格
通知書の写しでも可とします  

○ＭＥについては、社会基盤メンテナンスエキスパートの認定書又は証明証の写し  
○自然工法管理士については、岐阜県自然工法管理士認定証の写し 

 
 
 
 
 



 

 

（３－２）保有資格  建築工事に適用                                 
評価項目 評価内容 評価基準 評価点 

保有資格 

 

 

 

 

主任技術者、監理技術者、特例監

理技術者の保有する資格（主任技

術者、監理技術者、特例監理技術

者として、若手若しくは女性技術

者を配置し、現場代理人を補助者

とする場合は、補助者で評価でき

る。） 

１級建築施工管理技士かつ１級建築士 

 

1.0 

 

１級建築施工管理技士または１級建築士 0.5 

 

上記以外 0 

 ＜留意事項＞                                                                   
  ○基準日は、申請期限日とします。                                 
  ○上記評価基準に記載してある保有資格は標準設定です。加点の対象となる保有資格の定義

は、案件毎に異なります。申請様式第２－２号にて確認してください。     
○配置予定技術者として若手（申請期限日において満３９歳以下）若しくは女性技術者（年齢
制限を設けない）を配置し、現場代理人を補助者とする場合は、補助者で評価できるものと
します。 

 ＜確認書類＞                                                                   
   ○国家資格については、資格認定証明書（資格者証）又は合格証明書の写し        
   建設業法第２７条に基づく資格（建設機械施工技士、土木施工管理技士、建築施工管理技

士、電気工事施工管理技士、管工事施工管理技士、造園施工管理技士）については、合格
通知書の写しでも可とします。        

 
（４－１）継続教育（ＣＰＤ）の取組 建築工事以外の工種に適用 

評価項目 評価内容 評価基準 評価点 

継続教育（Ｃ 

ＰＤ）の取組 
主任技術者、監理技術者、特例

監理技術者の直近２か年度以内
※の各団体が発行するＣＰＤの

単位取得合計数 

単位＝ユニット 

（主任技術者、監理技術者、特例

監理技術者として、若手若しく

は女性技術者を配置し、現場代

理人を補助者とする場合は、補

助者で評価できる。） 

２０単位以上の取得あり 0.5 

１０単位以上の取得あり 0.25 

１０単位未満の取得あり、又は取得なし 0 

 ＜留意事項＞ 
  ○「直近２か年度」とは、入札公告日の属する年度を除き、遡って２年度以内を指します。  

（例：入札公告日が令和５度の場合、令和３年度から令和４年度（令和３年４月１日から令
和５年３月３１日）までとします。）  

○各団体により、単位表示とユニット表示がありますが、単位＝ユニットとして扱います。  
○配置予定技術者として若手（申請期限日において満３９歳以下）若しくは女性技術者（年齢
制限を設けない）を配置し、現場代理人を補助者とする場合は、補助者で評価できるものと
します。 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対策等による受講機会の減少のために変更していた継続
教育（ＣＰＤ）の対象期間を「３か年度以内」から「２か年度以内」とする。 

＜確認書類＞  
○各団体(建設系 CPD 協議会等)が発行する学習履歴の証明書の写し。また、「岐阜県土木施
工管理技士会が発行するＣＰＤＳ学習履歴証明書」の写しでも可とします。 

 



 

 

（４－２）継続教育（ＣＰＤ）の取組  建築工事に適用 
評価項目 評価内容 評価基準 評価点 

継続教育（ＣＰ

Ｄ）の取組 

 

主任技術者、監理技術者、特例

監理技術者の直近２か年度以内
※の建築関係の各団体が発行する

ＣＰＤの単位取得合計数 

（主任技術者、監理技術者、特例

監理技術者として、若手若しくは

女性技術者を配置し、現場代理人

を補助者とする場合は、補助者で

評価できる。） 

２０単位以上の取得あり 0.5 

１０単位以上の取得あり 0.25 

１０単位未満の取得あり、又は取得なし 0 

＜留意事項＞ 
  ○「直近２か年度」とは、入札公告日の属する年度を除き、遡って２年度以内を指します。  

（例：入札公告日が令和５度の場合、令和３年度から令和４年度（令和３年４月１日から令
和５年３月３１日）までとします。）  

 
  ○各団体により、単位表示とユニット表示がありますが、単位＝ユニットとして扱います。 

○配置予定技術者として若手（申請期限日において満３９歳以下）若しくは女性技術者（年
齢制限を設けない）を配置し、現場代理人を補助者とする場合は、補助者で評価できるも
のとします。  

※新型コロナウイルス感染拡大防止対策等による受講機会の減少のために変更していた継続
教育（ＣＰＤ）の対象期間を「３か年度以内」から「２か年度以内」とする。 

＜確認書類＞ 
  ○建築関係の各団体（（公社）日本建築士会連合会、（公財）建築技術教育普及センター、

岐阜県建築施工管理技士会、（一財）建設業振興基金）が発行する学習履歴の証明書の写
し 

 
   



 

 

岐阜県総合評価落札方式 申請様式第２－１号 

                    施 工 能 力                    ※ＪＶによる申請の場合は、代表構成員に係る実績を評価する 

会社名：         
 

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
 

工程管理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

安全対策 
 
 

事故防止の喚起と客観的指標で安全
対策の実施可能性を評価  
 
 

□ 過去に労働安全衛生分野表彰歴があり、かつ直近１か年度以内に県からの工事事故に 
 よる入札参加資格停止措置なし（※） 
  ・安全衛生に係る優良事業場、団体又は功労者に対する厚生労働大臣・岐阜労働局長 
   表彰 
  ・厚生労働省労働基準局長が行う建設事業無災害表彰（岐阜県内工事に限る） 
  ・厚生労働省労働基準局長が発行した無災害記録証 

※ 労働安全衛生分野表彰歴を証明でき 
 る書類（表彰状の写し等） 
※ 厚生労働省労働基準局長が発行した 
 無災害記録証の写し 
※ 安全衛生に係る功労者に対する厚生 
 労働大臣表彰・岐阜労働局長表彰につ 
 いては、被表彰者と、入札参加者の関 
 係が分かる資料 □ 過去に労働安全衛生分野表彰歴なし、かつ直近１か年度以内に県からの工事事故による

入札参加資格停止措置なし、若しくは過去に労働安全衛生分野表彰歴があり、かつ直 
  近１か年度以内に県からの工事事故による入札参加資格停止措置あり（※） 
□ 過去に労働安全衛生分野表彰歴なし、かつ直近１か年度以内に県からの工事事故によ 
 る入札参加資格停止措置あり 

 

主要資材 

 
県内での調達の奨励 
【主要工事材料( 品目)】 
    ○○、××、△△ 

□ 主要工事材料は岐阜県内産調達が可能（※） ※ 原則として納品書の写し 
※ 受注者が入札時に「主要工事材料は
岐阜県産調達が可能」と申告している
場合、施工中及び完成時に、発注者及
び受注者の両者で履行状況を確認しま
す。不履行の場合は、入札参加資格停
止・工事成績評定点の減点を行います 

□ 主要工事材料の岐阜県内産調達に努力 

 

品質管理                                                                                                                                        
 
 
環境配慮 ＩＳＯ認証取得の状況 □ ＩＳＯ９０００Ｓ並びにＩＳＯ１４００１取得済（※） ※ ＩＳＯ（９００１、１４００１）の

登録証付属書等、登録者名、住所、適用

規格、認証範囲、有効期限の記載がある

資料の写し 

□ ＩＳＯ９０００Ｓ又はＩＳＯ１４００１取得済（※） 

□ 取得なし 

企 業 能 力 
 

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
工事成績評定点 
 

 

土木一式工事(ＰＣ橋上部工工事を除
く）、舗装工事及び、とび・土工・コ
ンクリート工事については直近３か
年度以内、その他については直近５か
年度以内に完成引き渡しの済んだ工
事の工事成績評定点の平均点（岐阜県
発注工事のみ対象）（工種限定あり） 

□ ８０点以上（※） ※ 工事成績対象一覧 
 □ ７５点以上８０点未満（※） 

□ ７５点未満又は実績なし（※） 

同種（類似）工事 
施工実績 

 
 
 

 
 
 

 
 

直近○○年度（入札公告日の属する年
度を除き、遡って１５か年度）以降申
請期限日までに完成引き渡しの済ん
だ工事の施工実績の有無 
（国及び岐阜県発注工事のみ対象） 
（建築工事：国、岐阜県、岐阜県内市
町村、独立行政法人等でそれぞれの設
置法において建築基準法第１８条の
規定上、国とみなす旨の規定のある団
体又は岐阜県の独立行政法人が発注
した工事のみ対象） 

□ 同種工事の実績あり（※） ※ 同種（類似）工事の実績は、工事実
績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工
事カルテの写し又は該当工事を証明す
る書類（契約書等） 

※ 工事成績評定点は、発注機関の工事
成績評定結果通知書等の写し 

※ 同種（類似）工事の工事成績評定点
が不明な場合は、当該工事に係る検査
結果通知等の検査に合格したことを証
明できる書類の写し 

※ 受注形態がＪＶの場合のみ、出資比
率を記載すること 

□ 類似工事の実績あり（※） 
□ 上記実績なし 



 

 

 
 

※工事成績評定点が６５点未満のも 
のは、実績として認めない。 

スタッフ数 
 
 

常勤雇用の従業員数並びに国家資格 
を有する技術者数 
（当該工事における「国家資格」 
  の定義＝技術士（建設部門）１級  
又は２級土木施工管理技士） 

□ 常勤雇用の従業員数１５名以上並びに国家資格を有する技術者数５名以上（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください（基準日は７
月１日とします） 

※ 国家資格については複数の資格を有
していても１名として算入すること 

 

□ 常勤雇用の従業員数１０名以上並びに国家資格を有する技術者数５名以上（※） 
□ 常勤雇用の従業員数１０名以上又は国家資格を有する技術者数５名以上（※）   
□ 常勤雇用の従業員数１０名未満並びに国家資格を有する技術者数５名未満 

優良工事施工者表彰歴 
（土木工事等、建築工事及びＰ

Ｃ上部工工事に適用） 
 

直近５か年度以内の岐阜県優良工事
施工者表彰歴の有無 
（工種限定あり） 
 

□ 部長表彰歴あり（※） ※ 岐阜県優良工事施工者表彰状の写し 

□ 現地機関の長（管財課長、県庁舎建設課長、公共建築課長、住宅課長、農政課長、畜産
振興課長、家畜防疫対策課長、里川振興課長、恵みの森づくり推進課長を含む）による
表彰歴あり（※） 

□ 表彰歴なし 

優良工事施工者表彰歴 

（鋼構造物工事に適用） 

直近５か年度以内の岐阜県優良工事
施工者表彰歴の有無 
（工種限定あり） 
 

□単体で参加の場合、部長表彰歴あり（※） 

ＪＶで参加の場合 
・代表構成員が部長表彰歴あり 
・代表構成員が現地機関の長（管財課長、県庁舎建設課長、公 

共建築課長、住宅課長、農政課長、畜産振興課長、家畜防疫 
対策課長、里川振興課長、恵みの森づくり推進課長を含む） 
による表彰歴あり、かつその他の構成員が部長表彰歴あり 

※ 岐阜県優良工事施工者表彰状の写し 

□単体で参加の場合、現地機関の長（管財課長、県庁舎建設課長、公共建築課長、住宅課
長、農政課長、畜産振興課長、家畜防疫対策課長、里川振興課長、恵みの森づくり推進

課長を含む）による表彰歴あり（※） 
ＪＶで参加の場合 

・代表構成員が現地機関の長（管財課長、県庁舎建設課長、公共建築課長、住宅課長、

農政課長、畜産振興課長、家畜防疫対策課長、里川振興課長、恵みの森づくり推進
課長を含む）による表彰歴あり 

・代表構成員が表彰歴なし、かつその他の構成員が部長表彰歴あり 

□単体で参加の場合、表彰歴なし 

ＪＶで参加の場合 
・代表構成員が表彰歴なし、かつその他の構成員が現地機関の長（管財課長、県庁舎
建設課長、公共建築課長、住宅課長、農政課長、畜産振興課長、家畜防疫対策課長、

里川振興課長、恵みの森づくり推進課長を含む）による表彰歴あり 
・全ての構成員が表彰歴なし 

機械保有状況 

（土木工事等に適用） 
 
 

 
 
 

 

当該工事に関する、主要建設機械の保 
有状況 
【主要建設機械(  種)】 
    ○○、××、△△ 
 
 
 
 
 

□ 全て自社保有（長期リースによる保有を含む）あり（※）  
※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※ 受注者が入札時に「（長期又は短期 
）リースによる保有あり」と申告して
いる場合で、落札者決定前に状況が確
認できない場合には、施工中及び完成
時に、発注者及び受注者の両者で履行
状況を確認します。不履行の場合は、
入札参加資格停止・工事成績評定点の
減点を行います。 

※ 「長期リース」とはリース期間が３ 
年以上のものを対象とします。 

□ 自社保有（長期リースによる保有を含む）又は短期リースによる保有あり（※） 
□ 保有なし 

 注１）レ 又は ■ のように記入する。 

  ２）評価事項、評価内容に特に記載がない場合の基準日は申請期限日とすること。 

  ３）技術確認書類は必要ありません、だたし、入札執行後、落札候補者の方は、発注機関の指定する日までに技術確認書類を提出すること。 
 
 
 
 

 



 

 

岐阜県総合評価落札方式 申請様式第２－２号 

          配 置 予 定 技 術 者 等 の 能 力        ※ＪＶによる申請の場合は、代表構成員に係る実績を評価する 

会社名：         

                           

※配置予定のすべての主任技術者、監理技術者又は特例監理技術者及び現場代理人の能力について記載してください。 

※３組まで記載可（異なる組に同一人物の記載可）、ただし２組以上記載の場合は、全項目の合計が一番低い配置予定技術者等の組で評価します。  

【各組の評価】          

①「年齢等」は同組の主任技術者、監理技術者又は特例監理技術者と現場代理人を比較し、加算点が高い方で評価します。ただし、いずれも若手又は女性でない場合は、全項目を主任技術者、監理技術者

又は特例監理技術者で評価します。 

②「年齢等」を若手又は女性の主任技術者、監理技術者又は特例監理技術者で評価する組⇒「年齢等」以外の３項目は主任技術者、監理技術者又は特例監理技術者と現場代理人を比較し、３項目の合計が

高い方で評価します。  

③「年齢等」を若手又は女性の現場代理人で評価する組⇒「年齢等」の以外の３項目は主任技術者、監理技術者又は特例監理技術者で評価します。 

        

【１組目】 
主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者（１組目） 氏名（ふりがな）： 

←配置予定の主任技術者、監理技術者又は特例監理技術者（兼現場代理人）につい

て記載すること。 

  

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
年齢等 主任技術者、監理技術者又は特例監

理技術者の年齢等 
□ 満３０歳未満若しくは女性（※） 
 

※ 年齢若しくは女性を証明する書類 

□ 満３０歳以上４０歳未満（※） 
 
□ 上記以外  
 

同種（類似）工事施工実績 平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って１５か年度）以
降申請期限日までに完成引き渡しの
済んだ工事の施工実績の有無 
(国及び岐阜県発注工事のみ対象) 
(建築工事：国、岐阜県、岐阜県内市
町村、独立行政法人等でそれぞれの
設置法において建築基準法第１８条
の規定上、国とみなす旨の規定のあ
る団体又は岐阜県の独立行政法人が
発注した工事のみ対象) 
(主任技術者、監理技術者、特例監理
技術者、監理技術者補佐又は現場代
理人として従事した実績) 
※工事成績評定点が６５点未満の 
ものは、実績として認めない 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる） 

□ 同種工事の実績あり（※） 
 

※ 同種（類似）工事の実績は、工事実
績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工
事カルテの写し又は該当工事を証明す
る書類（契約書等） 

※ 工事成績評定点は、発注機関の工事
成績評定結果通知書等の写し 

※ 同種（類似）工事の工事成績評定点
が不明な場合は、当該工事に係る検査
結果通知等の検査に合格したことを証
明できる書類の写し 

※受注形態がＪＶの場合のみ、出資比率
を記載すること 

□ 類似工事の実績あり（※） 
 
□ 上記実績なし  

保有資格 
（建築工事以外に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の保有する資格 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる。） 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※）、かつ自然工法管理士（※） ※ 国家資格については、資格認定証明
書（資格者証）又は合格証明書の写し 

※ ＭＥについては、社会基盤メンテナ 
ンスエキスパートの認定書又は証明証
の写し 

※「ＭＥ」とは、岐阜大学工学部付属イ
ンフラマネジメント技術研究センター
が運営する、社会基盤メンテナンスエ

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※） 
□ ２級土木施工管理技士かつ自然工法管理士（※） 
□ 上記以外 



 

 

キスパート養成ユニットの短期集中カ
リキュラムの講義を受講し、ＭＥ認定
試験に合格したものをいう 

※ 自然工法管理士については、岐阜県 
 自然工法管理士認定証の写し 

保有資格 

（建築工事に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の保有する資格（主任技術
者、監理技術者又は特例監理技術者
として、若手若しくは女性技術者を
配置し、現場代理人を補助者とする
場合は、補助者で評価できる。） 

□ １級建築施工管理技士かつ１級建築士（※） ※ 国家資格については、資格認定証明
書（資格者証）又は合格証明書の写し □ １級建築施工管理技士または１級建築士（※） 

□ 上記以外 

継続教育（ＣＰＤ）の取組状
況 
（建築工事以外に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の直近２か年度以内※の各
団体が発行するＣＰＤの単位取得合
計数 
単位＝ユニット 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる。） 

□ ２０単位以上の取得あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 

□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 

継続教育（ＣＰＤ）の取組状
況（建築） 
（建築工事に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の直近２か年度以内※の建
築関係の各団体が発行するＣＰＤの
単位取得合計数 
単位＝ユニット 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる。） 

□ ２０単位以上の取得あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために変
更していた継続教育（ＣＰＤ）の対象期
間を「３か年度以内」から「２か年度以
内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 

□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 

現場代理人（１組目） 氏名（ふりがな）： 

←若手又は女性、補助者を問わず、現場代理人について記載すること。（主任技術
者・監理技術者・特例監理技術者兼現場代理人の場合は主任技術者、監理技術者又

は特例監理技術者（１組目）に記載） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
年齢等 現場代理人の年齢等 □ 満３０歳未満若しくは女性（※） ※ 年齢若しくは女性を証明する書類 

※ 現場代理人が他工事に配置されてい
ないことを証明する誓約書（主任技術
者、監理技術者又は特例監理技術者を
兼ねない現場代理人」を「３０歳未満
もしくは女性」及び「３０歳以上４０
歳未満」で評価する場合のみ） 

□ 満３０歳以上４０歳未満（※） 
□ 上記以外 

同種（類似）工事施工実績 平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って１５か年度）以
降申請期限日までに完成引き渡しの
済んだ工事の施工実績の有無 
(国及び岐阜県発注工事のみ対象) 
(建築工事：国、岐阜県、岐阜県内市
町村、独立行政法人等でそれぞれの
設置法において建築基準法第１８条
の規定上、国とみなす旨の規定のあ
る団体又は岐阜県の独立行政法人が
発注した工事のみ対象) 
(主任技術者、監理技術者、特例監理
技術者、監理技術者補佐又は現場代
理人として従事した実績) 
※工事成績評定点が６５点未満の 
ものは、実績として認めない。 

□ 同種工事の実績あり（※） ※ 同種（類似）工事の実績は、工事実 
 績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工 
 事カルテの写し又は該当工事を証明す 
 る書類（契約書等） 
※ 工事成績評定点は、発注機関の工事 
 成績評定結果通知書等の写し 
※ 同種（類似）工事の工事成績評定点 
 が不明な場合は、当該工事に係る検査 
 結果通知等の検査に合格したことを証 
 明できる書類の写し 
※ 受注形態がＪＶの場合のみ、出資比
率を記載すること 

□ 類似工事の実績あり（※） 
□ 上記実績なし  



 

 

（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる。） 

保有資格 
（建築工事以外に適用） 

現場代理人の保有する資格 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる。） 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※）、かつ自然工法管理士（※） ※ 国家資格については、資格認定証明
書（資格者証）又は合格証明書の写し 

※ ＭＥについては、社会基盤メンテナ
ンスエキスパートの認定書又は証明証
の写し 

※「ＭＥ」とは、岐阜大学工学部付属イ
ンフラマネジメント技術研究センター
が運営する、社会基盤メンテナンスエ
キスパート養成ユニットの短期集中カ
リキュラムの講義を受講し、ＭＥ認定
試験に合格したものをいう 

※ 自然工法管理士については、岐阜県
自然工法管理士認定証の写し 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※） 
□ ２級土木施工管理技士かつ自然工法管理士（※） 
□ 上記以外 

保有資格 
（建築工事に適用） 

現場代理人の保有する資格 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる。） 

１級建築施工管理技士かつ１級建築士（※） ※ 国家資格については、資格認定証明
書（資格者証）又は合格証明書の写し １級建築施工管理技士または１級建築士（※） 

上記以外 

継続教育（ＣＰＤ）の取組状
況 

（建築工事以外に適用） 

現場代理人の直近２か年度以内※の
各団体が発行するＣＰＤの単位取得
合計数 
単位＝ユニット 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる。） 
 

□ ２０単位以上の取得あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 
□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 

継続教育（ＣＰＤ）の取組状

況 
（建築工事に適用） 

現場代理人の直近２か年度以内※の
建築関係の各団体が発行するＣＰＤ
の単位取得合計数 
単位＝ユニット 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる。） 

□ ２０単位以上の取得あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 
□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 

 



 

 

【２組目】 

主任技術者、監理技術者 

又は特例監理技術者（２組目） 氏名（ふりがな）： 

←配置予定の主任技術者、監理技術者又は特例監理技術者（兼現場代理人）につい
て記載すること。 

  

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
年齢等 主任技術者、監理技術者又は特例監

理技術者の年齢等 
□ 満３０歳未満若しくは女性（※） ※ 年齢若しくは女性を証明する書類 
□ 満３０歳以上４０歳未満（※） 
□ 上記以外  

同種（類似）工事施工実績 平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って１５か年度）以
降申請期限日までに完成引き渡しの
済んだ工事の施工実績の有無 
(国及び岐阜県発注工事のみ対象) 
(建築工事：国、岐阜県、岐阜県内市
町村、独立行政法人等でそれぞれの
設置法において建築基準法第１８条
の規定上、国とみなす旨の規定のあ
る団体又は岐阜県の独立行政法人が
発注した工事のみ対象) 
(主任技術者、監理技術者、特例監理
技術者、監理技術者補佐又は現場代
理人として従事した実績) 
※工事成績評定点が６５点未満の 
ものは、実績として認めない 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる） 

□ 同種工事の実績あり（※） ※ 同種（類似）工事の実績は、工事実
績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工
事カルテの写し又は該当工事を証明す
る書類（契約書等） 

※ 工事成績評定点は、発注機関の工事
成績評定結果通知書等の写し 

※ 同種（類似）工事の工事成績評定点
が不明な場合は、当該工事に係る検査
結果通知等の検査に合格したことを証
明できる書類の写し 

※受注形態がＪＶの場合のみ、出資比率
を記載すること 

□ 類似工事の実績あり（※） 
□ 上記実績なし  

保有資格 
（建築工事以外に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の保有する資格 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる） 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※）、かつ自然工法管理士（※） ※ 国家資格については、資格認定証明
書（資格者証）又は合格証明書の写し 

※ ＭＥについては、社会基盤メンテナ 
ンスエキスパートの認定書又は証明証
の写し 

※「ＭＥ」とは、岐阜大学工学部付属イ
ンフラマネジメント技術研究センター
が運営する、社会基盤メンテナンスエ
キスパート養成ユニットの短期集中カ
リキュラムの講義を受講し、ＭＥ認定
試験に合格したものをいう 

※ 自然工法管理士については、岐阜県 
 自然工法管理士認定証の写し 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※） 
□ ２級土木施工管理技士かつ自然工法管理士（※） 
□ 上記以外 

保有資格 
（建築工事に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の保有する資格（主任技術
者、監理技術者又は特例監理技術者
として、若手若しくは女性技術者を
配置し、現場代理人を補助者とする
場合は、補助者で評価できる。） 

□ １級建築施工管理技士かつ１級建築士（※） ※ 国家資格については、資格認定証明
書（資格者証）又は合格証明書の写し □ １級建築施工管理技士または１級建築士（※） 

□ 上記以外 

継続教育（ＣＰＤ）の取組状
況 

（建築工事以外に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の直近２か年度以内※の各
団体が発行するＣＰＤの単位取得合
計数 
単位＝ユニット 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる。） 

□ ２０単位以上の取得あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 

□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 



 

 

継続教育（ＣＰＤ）の取組状
況（建築） 

（建築工事に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の直近２か年度以内※の建
築関係の各団体が発行するＣＰＤの
単位取得合計数 
単位＝ユニット 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる。） 

□ ２０単位以上の取得あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために変
更していた継続教育（ＣＰＤ）の対象期
間を「３か年度以内」から「２か年度以
内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 

□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 

現場代理人（２組目） 氏名（ふりがな）： 

←若手又は女性、補助者を問わず、現場代理人について記載すること。（主任技術
者・監理技術者・特例監理技術者兼現場代理人の場合は主任技術者、監理技術者又

は特例監理技術者（２組目）に記載） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
年齢等 現場代理人の年齢等 □ 満３０歳未満若しくは女性（※） ※ 年齢若しくは女性を証明する書類 

※ 現場代理人が他工事に配置されてい
ないことを証明する誓約書（主任技術
者、監理技術者又は特例監理技術者を
兼ねない現場代理人」を「３０歳未満
もしくは女性」及び「３０歳以上４０
歳未満」で評価する場合のみ） 

□ 満３０歳以上４０歳未満（※） 
□ 上記以外 

同種（類似）工事施工実績 平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って１５か年度）以
降申請期限日までに完成引き渡しの
済んだ工事の施工実績の有無 
(国及び岐阜県発注工事のみ対象) 
(建築工事：国、岐阜県、岐阜県内市
町村、独立行政法人等でそれぞれの
設置法において建築基準法第１８条
の規定上、国とみなす旨の規定のあ
る団体又は岐阜県の独立行政法人が
発注した工事のみ対象) 
(主任技術者、監理技術者、特例監理
技術者、監理技術者補佐又は現場代
理人として従事した実績) 
※工事成績評定点が６５点未満の 
ものは、実績として認めない。 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる。） 

□ 同種工事の実績あり（※） ※ 同種（類似）工事の実績は、工事実 
 績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工 
 事カルテの写し又は該当工事を証明す 
 る書類（契約書等） 
※ 工事成績評定点は、発注機関の工事 
 成績評定結果通知書等の写し 
※ 同種（類似）工事の工事成績評定点 
 が不明な場合は、当該工事に係る検査 
 結果通知等の検査に合格したことを証 
 明できる書類の写し 
※ 受注形態がＪＶの場合のみ、出資比
率を記載すること 

□ 類似工事の実績あり（※） 
□ 上記実績なし  

保有資格 
（建築工事以外に適用） 

現場代理人の保有する資格 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる。） 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※）、かつ自然工法管理士（※） ※ 国家資格については、資格認定証明
書（資格者証）又は合格証明書の写し 

※ ＭＥについては、社会基盤メンテナ
ンスエキスパートの認定書又は証明証
の写し 

※「ＭＥ」とは、岐阜大学工学部付属イ
ンフラマネジメント技術研究センター
が運営する、社会基盤メンテナンスエ
キスパート養成ユニットの短期集中カ
リキュラムの講義を受講し、ＭＥ認定
試験に合格したものをいう 

※ 自然工法管理士については、岐阜県
自然工法管理士認定証の写し 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※） 
□ ２級土木施工管理技士かつ自然工法管理士（※） 
□ 上記以外 

保有資格 
（建築工事に適用） 

現場代理人の保有する資格 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補

１級建築施工管理技士かつ１級建築士（※） ※ 国家資格については、資格認定証明
書（資格者証）又は合格証明書の写し １級建築施工管理技士または１級建築士（※） 

上記以外 



 

 

助者とする場合は、補助者で評価で
きる。） 

継続教育（ＣＰＤ）の取組状

況 
（建築工事以外に適用） 

現場代理人の直近２か年度以内※の
各団体が発行するＣＰＤの単位取得
合計数 
単位＝ユニット 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる。） 
 

□ ２０単位以上の取得あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 
□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 

継続教育（ＣＰＤ）の取組状
況 
（建築工事に適用） 

現場代理人の直近２か年度以内※の
建築関係の各団体が発行するＣＰＤ
の単位取得合計数 
単位＝ユニット 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる。） 

□ ２０単位以上の取得あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 
□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 

 



 

 

【３組目】 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者（３組目） 氏名（ふりがな）： 

←配置予定の主任技術者、監理技術者又は特例監理技術者（兼現場代理人）につい

て記載すること。 

  

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
年齢等 主任技術者、監理技術者又は特例監

理技術者の年齢等 
□ 満３０歳未満若しくは女性（※） ※ 年齢若しくは女性を証明する書類 
□ 満３０歳以上４０歳未満（※） 
□ 上記以外  

同種（類似）工事施工実績 平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って１５か年度）以
降申請期限日までに完成引き渡しの
済んだ工事の施工実績の有無 
(国及び岐阜県発注工事のみ対象) 
(建築工事：国、岐阜県、岐阜県内市
町村、独立行政法人等でそれぞれの
設置法において建築基準法第１８条
の規定上、国とみなす旨の規定のあ
る団体又は岐阜県の独立行政法人が
発注した工事のみ対象) 
(主任技術者、監理技術者、特例監理
技術者、監理技術者補佐又は現場代
理人として従事した実績) 
※工事成績評定点が６５点未満の 
ものは、実績として認めない 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる） 

□ 同種工事の実績あり（※） ※ 同種（類似）工事の実績は、工事実
績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工
事カルテの写し又は該当工事を証明す
る書類（契約書等） 

※ 工事成績評定点は、発注機関の工事
成績評定結果通知書等の写し 

※ 同種（類似）工事の工事成績評定点
が不明な場合は、当該工事に係る検査
結果通知等の検査に合格したことを証
明できる書類の写し 

※受注形態がＪＶの場合のみ、出資比率
を記載すること 

□ 類似工事の実績あり（※） 
□ 上記実績なし  

保有資格 

（建築工事以外に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の保有する資格 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる。） 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※）、かつ自然工法管理士（※） ※ 国家資格については、資格認定証明
書（資格者証）又は合格証明書の写し 

※ ＭＥについては、社会基盤メンテナ
ンスエキスパートの認定書又は証明証
の写し 

※「ＭＥ」とは、岐阜大学工学部付属イ
ンフラマネジメント技術研究センター
が運営する、社会基盤メンテナンスエ
キスパート養成ユニットの短期集中カ
リキュラムの講義を受講し、ＭＥ認定
試験に合格したものをいう 

※ 自然工法管理士については、岐阜県 
 自然工法管理士認定証の写し 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※） 
□ ２級土木施工管理技士かつ自然工法管理士（※） 
□ 上記以外 

保有資格 
（建築工事に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の保有する資格（主任技術
者、監理技術者又は特例監理技術者
として、若手若しくは女性技術者を
配置し、現場代理人を補助者とする
場合は、補助者で評価できる。） 

□ １級建築施工管理技士かつ１級建築士（※） ※ 国家資格については、資格認定証明
書（資格者証）又は合格証明書の写し □ １級建築施工管理技士または１級建築士（※） 

□ 上記以外 

継続教育（ＣＰＤ）の取組状

況 
（建築工事以外に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の直近２か年度以内※の各
団体が発行するＣＰＤの単位取得合
計数 
単位＝ユニット 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる。） 

□ ２０単位以上の取得あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 
□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 



 

 

継続教育（ＣＰＤ）の取組状
況（建築） 

（建築工事に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の直近２か年度以内※の建
築関係の各団体が発行するＣＰＤの
単位取得合計数 
単位＝ユニット 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる。） 

□ ２０単位以上の取得あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために変
更していた継続教育（ＣＰＤ）の対象期
間を「３か年度以内」から「２か年度以
内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 
□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 

現場代理人（３組目） 氏名（ふりがな）： 

←若手又は女性、補助者を問わず、現場代理人について記載すること。（主任技術
者・監理技術者・特例監理技術者兼現場代理人の場合は主任技術者、監理技術者又

は特例監理技術者（３組目）に記載） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
年齢等 現場代理人の年齢等 □ 満３０歳未満若しくは女性（※） ※ 年齢若しくは女性を証明する書類 

※ 現場代理人が他工事に配置されてい
ないことを証明する誓約書（主任技術
者、監理技術者又は特例監理技術者を
兼ねない現場代理人」を「３０歳未満
もしくは女性」及び「３０歳以上４０
歳未満」で評価する場合のみ） 

□ 満３０歳以上４０歳未満（※） 
□ 上記以外 

同種（類似）工事施工実績 平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って１５か年度）以
降申請期限日までに完成引き渡しの
済んだ工事の施工実績の有無 
(国及び岐阜県発注工事のみ対象) 
(建築工事：国、岐阜県、岐阜県内市
町村、独立行政法人等でそれぞれの
設置法において建築基準法第１８条
の規定上、国とみなす旨の規定のあ
る団体又は岐阜県の独立行政法人が
発注した工事のみ対象) 
(主任技術者、監理技術者、特例監理
技術者、監理技術者補佐又は現場代
理人として従事した実績) 
※工事成績評定点が６５点未満の 
ものは、実績として認めない。 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる。） 

□ 同種工事の実績あり（※） ※ 同種（類似）工事の実績は、工事実 
 績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工 
 事カルテの写し又は該当工事を証明す 
 る書類（契約書等） 
※ 工事成績評定点は、発注機関の工事 
 成績評定結果通知書等の写し 
※ 同種（類似）工事の工事成績評定点 
 が不明な場合は、当該工事に係る検査 
 結果通知等の検査に合格したことを証 
 明できる書類の写し 
※ 受注形態がＪＶの場合のみ、出資比
率を記載すること 

□ 類似工事の実績あり（※） 
□ 上記実績なし  

保有資格 
（建築工事以外に適用） 

現場代理人の保有する資格 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる。） 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※）、かつ自然工法管理士（※） ※ 国家資格については、資格認定証明
書（資格者証）又は合格証明書の写し 

※ ＭＥについては、社会基盤メンテナ
ンスエキスパートの認定書又は証明証
の写し 

※「ＭＥ」とは、岐阜大学工学部付属イ
ンフラマネジメント技術研究センター
が運営する、社会基盤メンテナンスエ
キスパート養成ユニットの短期集中カ
リキュラムの講義を受講し、ＭＥ認定
試験に合格したものをいう 

※ 自然工法管理士については、岐阜県
自然工法管理士認定証の写し 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※） 
□ ２級土木施工管理技士かつ自然工法管理士（※） 
□ 上記以外 

保有資格 
（建築工事に適用） 

現場代理人の保有する資格 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補

１級建築施工管理技士かつ１級建築士（※） ※ 国家資格については、資格認定証明
書（資格者証）又は合格証明書の写し １級建築施工管理技士または１級建築士（※） 

上記以外 



 

 

助者とする場合は、補助者で評価で
きる。） 

継続教育（ＣＰＤ）の取組状

況 
（建築工事以外に適用） 

現場代理人の直近２か年度以内※の
各団体が発行するＣＰＤの単位取得
合計数 
単位＝ユニット 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる。） 
 

□ ２０単位以上の取得あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 
□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 

継続教育（ＣＰＤ）の取組状
況 
（建築工事に適用） 

現場代理人の直近２か年度以内※の
建築関係の各団体が発行するＣＰＤ
の単位取得合計数 
単位＝ユニット 
（主任技術者、監理技術者又は特例
監理技術者として、若手若しくは女
性技術者を配置し、現場代理人を補
助者とする場合は、補助者で評価で
きる。） 

□ ２０単位以上の取得あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 
□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 

注１）レ 又は ■ のように記入すること。 

  ２）評価事項、評価内容に特に記載がない場合の基準日は申請期限日とする。 

 ３）技術確認書類は必要ありません、だたし、入札執行後、落札候補者の方は、発注機関の指定する日までに技術確認書類を提出すること 
 



 

 

岐阜県総合評価落札方式 申請様式第２－３号 

                    地 域 要 件                      ※ＪＶによる申請の場合は、代表構成員に係る実績を評価する 

会社名：         

 

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
営業拠点 
（土木工事等・建築工事に適用） 

地域内での営業拠点の有無 
 
 
 

□ 同一市町村内（旧市町村内）に本店あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※ 営業拠点の所在地は、岐阜県建設工 
事入札参加資格者名簿に記載された所
在地が基本となりますが、それ以外に
建設業法第３条第１項に規定する営業
所を岐阜県内に設置している場合は、
これも対象とし、その所在地とします。 

□ 同一管内（同一市町村内を除く）に本店あり（※） 
□ 岐阜県内（同一管内を除く）に本店あり（※） 
□ 岐阜県内に支店・営業所あり（※） 
□ 岐阜県内に本店・支店・営業所なし 

営業拠点 
（鋼構造物工事に適用） 
 

 

地域内での営業拠点の有無 □ 単体で参加の場合、岐阜県内に本店あり（※） 
  ＪＶで参加の場合 
  ・代表構成員が岐阜県内に本店あり 
  ・代表構成員が岐阜県内に支店・営業所あり、かつその他の構成員が岐阜県内に本店 
   あり 
□ 単体で参加の場合、岐阜県内に支店・営業所あり（※） 
  ＪＶで参加の場合 
  ・代表構成員が岐阜県内に支店・営業所あり 
  ・代表構成員が県内に本店・支店・営業所なし、かつその他の構成員が岐阜県内に本店 
   あり 
□ 単体で参加の場合、岐阜県内に本店・支店・営業所なし（※） 
  ＪＶで参加の場合 
  ・代表構成員が岐阜県内に本店・支店・営業所なし、かつその他の構成員が岐阜県内に 
   支店・営業所あり 
  ・全ての構成員が岐阜県内に本店・支店・営業所なし 

営業拠点 
（ＰＣ上部工工事に適用） 

地域内での営業拠点の有無 □ 岐阜県内に本店あり（※） 
□ 岐阜県内に支店・営業所あり（※） 
□ 岐阜県内に本店・支店・営業所なし 

災害協定参加等 
（土木工事等、建築工事及びＰＣ
上部工工事に適用） 

災害協定への参加や同等の活動実
績の有無 

□ 岐阜県建設業広域ＢＣＭの認定あり（※） ※ ＢＣＭ認定については、岐阜県が認
定した「岐阜県建設業広域事業継続マ
ネジメント」への参加が確認できる書
類 

※ 協定については、岐阜県及び県内市
町村と締結された「災害時応援協力に
関する協定」への参加が確認できる書
類 

※ 災害時の貢献活動については、災害
協定と同等と認められる活動内容が確
認できる書類 

□ 岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定に限る）に参加 
  あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり（※） 
□ 岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定を除く）又は岐 
  阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり   
 (※) 
□ 参加なし又は活動実績なし 

災害協定参加等 
（鋼構造物工事に適用） 

災害協定への参加や同等の活動実
績の有無 

□ 単体で参加の場合、岐阜県建設業広域ＢＣＭの認定あり(※） 
ＪＶで参加の場合 

・代表構成員が岐阜県建設業広域ＢＣＭの認定あり 
・代表構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定 
に限る）に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり、かつその他の 

構成員が岐阜県建設業広域ＢＣＭの認定あり 

※ ＢＣＭ認定については、岐阜県が認
定した「岐阜県建設業広域事業継続マ
ネジメント」への参加が確認できる書
類 

※ 協定については、岐阜県及び県内市
町村と締結された「災害時応援協力に
関する協定」への参加が確認できる書
類 

※ 災害時の貢献活動については、災害
協定と同等と認められる活動内容が確
認できる書類 

□ ＪＶで参加の場合 

・代表構成員及びその他構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市
建築部との協定に限る）に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり 

・代表構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定を 
除く）又は岐阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度以内に同等の活動
実績あり、かつその他の構成員が岐阜県建設業広域ＢＣＭの認定あり 

□ 単体で参加の場合、岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協

定に限る）に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり（※） 
ＪＶで参加の場合 
・代表構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定

に限る）に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり、かつその他の



 

 

構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定を除
く）又は岐阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度以内に同等の活動実

績あり 
・代表構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定
に限る）に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり、かつその他の

構成員が参加なし又は活動実績なし 
・代表構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定
を除く）又は岐阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度以内に同等の活

動実績あり、かつその他の構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、
都市建築部との協定に限る）に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績
あり 

・代表構成員が参加なし又は活動実績なし、かつその他の構成員が岐阜県建設業広域
ＢＣＭの認定あり 

□ 単体で参加の場合、岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協
定を除く）又は岐阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度以内に同等の活動
実績あり（※） 

ＪＶで参加の場合 
・代表構成員及びその他構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都
市建築部との協定を除く）又は岐阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年

度以内に同等の活動実績あり 
・代表構成員が、岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協
定を除く）又は岐阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度以内に同等の

活動実績ありかつその他の構成員が参加なし又は活動実績なし 
・代表構成員が参加なし又は活動実績なし、かつその他の構成員が岐阜県との協定（農 

政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定に限る）に参加あり又は直近５か年 
度のうちで同等の活動実績あり 

□ 単体で参加の場合、参加なし又は活動実績なし 

ＪＶで参加の場合 
・代表構成員が参加なし又は活動実績なし、かつその他の構成員が岐阜県との協定（
農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定を除く）又は岐阜県内市町村と

の協定に参加あり又は直近５か年度以内に同等の活動実績あり 
・全ての構成員が参加なし又は活動実績なし 

ボランティア活動 
（土木工事等・建築工事に適用） 

直近１か年度以内※の活動の有無 
 
 

□ 同一市町村内（旧市町村内）での実績あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対策
等のために変更していたボランティア
活動の対象期間を「２か年度以内」か
ら「１か年度以内」とする 

□ 同一管内（同一市町村内を除く）での実績あり（※） 
□ 岐阜県内（同一管内を除く）での実績あり（※） 
□ 岐阜県内での実績なし 

ボランティア活動 
（鋼構造物工事・ＰＣ上部工工事
に適用） 

直近１か年度以内※の活動の有無 □ 岐阜県内での実績あり（※） 
□ 岐阜県内での実績なし 

近隣地域施工実績 
（土木工事等に適用） 

平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って５か年度）以降
申請期限日までに完成引き渡しの
済んだ近隣地域での施工実績 
（国及び岐阜県発注工事のみ対象） 

□ 同一市町村内（旧市町村内）での施工実績あり（※） ※  工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮ
Ｓ）の工事カルテの写し又は該当工事
を証明する書類（契約書等）、発注機
関及び工事箇所が明確な場合には、工
事成績評定結果通知書の写しも可 

□ 同一管内（同一市町村内を除く）での施工実績あり（※） 
□ 岐阜県内（同一管内を除く）での施工実績あり（※） 
□ 岐阜県内での施工実績なし 

近隣地域施工実績 
（建築工事に適用） 

平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って１５か年度）以
降申請期限日までに完成引き渡し
の済んだ工事の施工実績 
(国、岐阜県、岐阜県内市町村、独
立行政法人等でそれぞれの設置法
において建築基準法第１８条の規
定上、国とみなす旨の規定のある団
体又は岐阜県の独立行政法人が発
注した工事（工事成績評定点の通知
のあるものは成績評定６５点以上

□ 同一市町村内（旧市町村内）での施工実績あり（※） 
□ 同一管内（同一市町村内を除く）での施工実績あり（※） 
□ 岐阜県内（同一管内を除く）での施工実績あり（※） 
□ 岐阜県内での施工実績なし 



 

 

のものに限る。）のみ対象)  

近隣地域施工実績 
（鋼構造物工事・ＰＣ上部工工事

に適用） 

平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って５か年度）以降
申請期限日までに完成引き渡しの
済んだ近隣地域での施工実績 
（岐阜県発注工事のみ対象） 

□ 岐阜県内での施工実績あり（※） 
□ 岐阜県内での施工実績なし 

除雪業務等の受託実績 

(土木工事等（法面工事を除く）
に適用） 
 

直近２か年度以内の除排雪又は凍
結防止剤散布業務受託実績の有無
協同組合との契約の際には、協同組
合に対する加点とは別に、実業務を
行う構成員にも加点することとす
る 

□ 同一土木事務所管内で、岐阜県管理道路の除排雪委託契約実績あり（※） ※ 国、県又は市町村との契約書等の写 
し □ 同一土木事務所管内以外で、岐阜県管理道路の除排雪委託契約実績あり（※） 

□ 同一土木事務所管内で、岐阜県管理以外の国道又は市町村道の除排雪委託契約実績あり
（※） 

□ 同一土木事務所管内以外で、岐阜県管理以外の国道又は市町村道の除排雪委託契約実績
あり（※） 

□ 岐阜県内での受託実績なし 

応急危険度判定士の登録者数 
（建築工事に適用） 

岐阜県に登録された応急危険度判 
定士の登録者数 

□ ５名以上（※） ※  岐阜県知事が発行する応急危険度判 
定士登録証の写し 
 

□ ２名以上５名未満（※） 
□ ２名未満 

製作拠点 
（鋼構造物工事に適用） 

県内自社製作工場の有無 □ 単体で参加の場合、岐阜県内に自社製作工場あり（※） 
  ＪＶで参加の場合、代表構成員が岐阜県内に自社製作工場あり 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

 
 

□ ＪＶでの参加の場合、その他の構成員が岐阜県内に自社製作工場あり（※） 
□ 単体で参加の場合、岐阜県内に自社製作工場なし 
  ＪＶで参加の場合、全ての構成員が岐阜県内に自社製作工場なし 

製作拠点 
（ＰＣ上部工工事に適用） 

県内自社製作工場の有無 
 

□ 岐阜県内に自社製作工場あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください □ 岐阜県内に自社製作工場なし 

休日及び夜間の道路維持作業の
実績 
(土木工事等（法面工事を除く）

に適用） 

直近３か年度以内の県管理道路の
道路維持業務（除排雪又は凍結防止
剤散布業務を除く）、異常気象時の
通行規制業務において、県からの作
業指示を受け、休日または夜間に維
持作業等を実施した実績の有無 

□ 同一土木事務所管内での実績あり（元請け）（※） ※ 次の２つの書類により確認します。 
①道路維持補修業務の契約書又は通
行規制管理業務委託契約書の写し 
②休日又は夜間の道路維持業務委託
完了報告書の写し又は通行規制モニ
ター業務報告書の写し（作業指示書を
含む、作業写真は２枚程度、下請け又
はＪＶ構成員としての作業の場合は、
元請人又は代表構成員による証明） 

□ 同一土木事務所管内以外での実績あり（元請け）（※） 
□ 同一土木事務所管内での実績あり（協力要請により下請けとして協力）（※） 
□ 同一土木事務所管内以外での実績あり（協力要請により下請けとして協力）（※） 
□ 実績なし 

休日及び夜間の河川・砂防の維持
作業の実績 
(土木工事等（法面工事を除く）

に適用） 

直近３か年度以内の県管理の河川
・砂防の維持管理業務において、県
からの作業指示を受け、休日または
夜間に維持作業を実施した実績の
有無 
 

□ 同一土木事務所管内での実績あり（元請け）（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください □ 同一土木事務所管内での実績あり（協力要請により下請けとして協力）（※） 

□ 実績なし 

新分野活動 直近２か年度以内の新分野活動実
績の有無（岐阜県内での活動に限る
） 

□ 新分野活動実績あり（※） ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください □ 新分野活動実績なし 

県内企業の活用率 当該工事の県内企業の活用状況 
 (元請及び１次下請） 

□ 県内企業活用金額率９０％以上 ※「県内企業」とは、岐阜県内に本店を
（建設業法上の主たる営業所）有する
企業とします。 

※ 受注者が入札時に「県内企業活用金 
 額率90%以上」又は「県内企業活用金  
額率50%以上90%未満」と申告している 
場合、完成時に、発注者及び受注者の 
両者で履行状況を確認します。不履行 
の場合は、入札参加資格停止・工事成
績評定点の減点を行います。 

□ 県内企業活用金額率５０％以上９０％未満 
□ 県内企業活用金額率５０％未満 

  注１）レ 又は ■ のように記入すること。 

  ２）評価事項、評価内容に特に記載がない場合の基準日は申請期限日とする。 

  ３）技術確認書類は必要ありません、だたし、入札執行後、落札候補者の方は、発注機関の指定する日までに技術確認書類を提出すること 



 

 

岐阜県総合評価落札方式 「②配置予定技術者等」技術確認書類 

 

 

 

 

 

若手及び女性技術者育成型工事における 

配置予定の現場代理人について 
 

 

令和  年  月  日 

    岐阜県知事     様 

岐阜県○○事務所長 様 

 

 

                                  住    所 

商号又は名称 

代表者氏名                      印 

電 話 番 号        

 

 

 令和○○年○○月○○日付けで公告のありました○○○○○○○○○工事の入札に関する技術資料のうち、

配置予定の現場代理人については、下記のとおりであり、事実と相違ないことを誓約します。 

 

 

 

記 

 

 

 

② 配置予定技術者等の能力（岐阜県総合評価落札方式 申請様式第２－２号）において、「年齢等」

の項目で申請した現場代理人（主任技術者、監理技術者、特例監理技術者との兼務を除く）は、当該工

事に専任で配置します。 

 

 

※ 技術資料に虚偽の記載をした場合は、岐阜県建設工事請負契約に係る入札  

参加資格停止等措置要領に基づき参加資格の停止となりますので、十分注意  

ください。 
 

 


